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支援を必要とする児童及び家庭への対応
─宮城県大崎市におけるスクールソーシャルワーカーの 
専門性に関するインタビュー調査をもとに─
君　島　昌　志・君　島　智　子
要旨 : 本稿は 2014（平成 26）年 12月から 2015（平成 27）年 1月まで宮城県大崎市立の
小学校 13校，中学校 5校の教員 18人を対象としたインタビュー調査をまとめたものであ
る。設定した 7つの質問に対する回答を記録しカテゴリー化して検討した。
　支援を必要とする児童の状況は不登校の児童，障害をもつ児童（発達障害），非行の児
童など多様なものであると同時に，支援を必要とする家庭の状況についても，ひとり親家
庭，虐待や虐待のおそれ，貧困，離婚，家庭不和，保護者の健康上の問題など多様かつ重
層的な問題を抱える状況が明らかになった。
　スクールソーシャルワーカーには，学校では立ち入りにくい家庭状況の把握，児童や保
護者に様々な働きかけを行う役割を期待していることが明らかになった。
　一方，スクールソーシャルワーカーをどのように活用したらよいかよく分からないため，
活用していない，また，スクールカウンセラーなど他の相談支援を活用しながらその違い
が明確ではないため，スクールソーシャルワークへの理解が深まっていない実態が明らか
になった。
キーワード : 児童，家庭，スクールソーシャルワーク
1.　研究の背景と目的
昨今，子どもを取り巻く社会環境は大きく変化し，家庭・学校・地域は様々な課題を抱えてい
る。2006（平成 18）年に改正された教育基本法第 13条には，「学校，家庭及び地域住民その他
の関係者は，教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚するとともに，相互の連携及び協力に努
めるものとする」とあり，子どもの育ちに関わる多様な関係者による連携・協力の必要性が示さ
れた。
また，2007（平成 19）年には文部科学省より「児童生徒の教育相談の充実について」と称す
る報告書が出され，「いじめ，不登校，暴力行為など生徒指導上の諸問題は，依然として憂慮す
べき状況にあり，教育上の大きな課題として，これらの問題に一層効果的に対応するためには，
学校等における教育相談をさらに充実する必要がある」とまとめられ，2008（平成 20）年の「教
育振興基本計画1）」において「教育相談を必要とするすべての小・中学生が，適切に教育相談等
を受けることができるよう，スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の活用など
教育相談体制の整備を支援するとともに，自殺予防に向けた取組を支援すること」が盛り込まれ
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た。このように学校における相談機能の必要性が示されたことにより，スクールソーシャルワー
ク活用事業が導入された経緯がある。
「2013（平成 25）年度国民生活基礎調査2）」によると，2009（平成 21）年の子どものいる世帯
の貧困率は 15.7%であったが 2012（平成 24）年には 0.7%増加し 16.3%となっている。子ども
の育ちに大きな影響を与える経済的困窮が近年になり明らかなってきた。しかし，子どもの貧困
状態を把握することは家庭生活に対するプライバシーもあって学校現場では限界があり，教員以
外が教育内容以外の諸問題に対応し学校と家庭を結びつける役割が必要になった。多様化する学
校生活・家庭生活の問題に対応し解決を図るスクールソーシャルワークが一層必要になってきて
いる。
2013（平成 25）年に制定された「子どもの貧困対策の推進に関する法律」第 2条第 2項の基
本方針では「子どもの貧困対策は，国及び地方公共団体の関係機関相互の密接な連携の下に，関
連分野における総合的な取組として行われなければならない」とあり，国と自治体にその実態把
握と対策を講じることを求めている。なかでも対策の要となるものは児童に日常的に関わり，モ
ニタリングが可能である学校の果たす役割は大きい。同法第 8条において，子どもの貧困対策に
関する大綱3） を定めることを求めており，学校を子どもの貧困対策のプラットフォームとして位
置づけるとともに，教育と福祉をつなぐスクールソーシャルワーカーの配置を拡充する必要があ
る。
また，貧困や不登校のみならず児童虐待，困窮する児童やその家庭の早期発見，早期対応の観
点からも学校とスクールソーシャルワーカーとが連携しながら取り組むことが必要であり，他機
関に繋げながら連携を図るノウハウをもつスクールソーシャルワーカーの役割は日増しに大きく
なっているといえる。
一方，スクールソーシャルワーカーの人員配置は極めて限られたものとなっている実情がある。
また，スクールソーシャルワーカーを活用するか（するつもりがあるか）の認識は各学校により
大きな差があり，スクールソーシャルワーカーとスクールカウンセラーの双方が近接する領域で
のすみ分けの難しい現状が報告されている4）。今後，スクールソーシャルワーカーが増員されて
いくなかで支援を必要とする児童や保護者にとって利用しやすい形で共存するよう活動内容を整
理していく必要がある。
本稿では，学校における相談支援体制の状況を把握するとともにスクールソーシャルワークの
活用状況，相談支援を必要とする子どもやその家庭の実情，スクールソーシャルワーカーの役割
がどのように理解されているか把握することを目的としている。調査対象は一市町村内の一部の
学校を対象としているが，学区によって多様な実態があることをふまえて検討を試みたい。
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2.　研　究　方　法
本稿では 2014（平成 26）年 12月～2015（平成 27）年 1月，宮城県大崎市立の小学校と中学
校の教員（依頼文書では「学校で児童生徒の教育指導に携わっている教員」）を調査対象者とし
て半構造インタビューを実施した。
調査対象校の選択は執筆分担者の君島智子がスクールソーシャルワーカーとして担当している
宮城県大崎市の小中学校 18校とした。各校における調査対象者の選出は繁忙な学校現場の実情
に考慮し校長の判断に委ねた。そのため，調査対象者の属性は校長，教頭，学年主任，生徒指導
担当，特別支援コーディネーター，養護教諭となった。
調査時間は 1時間程度とし，調査対象者が所属する学校の個室等を利用した。また，インタ
ビューは質的な検討を行うために対象者の同意を得た上で ICレコーダーに録音を行い，個人情
報保護の遵守にもとづき，その後の分析においてコード化し，匿名化の十分な配慮を行った。
調査項目は，以下の ① から ⑦ のとおりである。調査結果をカテゴリー化し，スクールソーシャ
ルワーカーを必要とする児童生徒や家庭の状況，スクールソーシャルワーカーに求められる役割
や専門性への意識について検討を行った。
役割分担についてインタビューは君島昌志と君島智子が行い，データ入力を君島昌志，執筆は
君島昌志（4. 考察，5. 結語，6. 謝辞）と君島智子（1. 研究の目的と背景，2. 研究方法，3. イ
ンタビュー調査結果の検討）である。
①　学校での相談支援の仕組み
②　管理職からの助言・指導
③　他機関等との連携
④　スクールソーシャルワーカーの活用状況及び効果
⑤　スクールソーシャルワーカーへ期待すること
⑥　スクールソーシャルワーカーを必要とする児童及び保護者の状況
⑦　スクールソーシャルワーカーの役割に関する固有の領域
なお，本調査および研究は東北福祉大学研究倫理委員会において 2014（平成 26）年 10月 22
日に承認されたものである。
3.　インタビュー調査結果の検討
（1）　学校での相談支援の仕組み
本調査の対象校全てにおいて児童生徒の相談を支える仕組みがあった。表 1は小学校及び中学
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校における学校での相談支援の仕組みについて教員間と他機関等に分類したものである。
小学校での相談支援の仕組みの名称は様々なものがあり，教員間のものとして「職員会議」「生
徒指導全体会」「ケース会議」「生徒指導問題対策委員会」「ミニ校内会議」「修学指導委員会」「生
徒指導委員会」「生徒指導部会」「特別支援部会」などがあり，各校の養護教諭や特別支援コーディ
ネーターが学校全体の相談支援の中心的役割を担い，校長，教頭，生徒指導主任，学年主任など
から構成される学校がある一方，小規模校においては定期的な会議を設定せず常に同僚や管理職
に報告しながら方針を決定する学校もある。
中学校では相談支援に関する会議が開催されており，「生徒指導委員会」「生徒指導部会」「教
育相談部会」などの名称が用いられている。これらは校長，教頭，養護教諭，主幹，教育相談担
当，生徒指導担当，特別支援担当などから構成される組織を基本として，教員が孤立し身動きが
取れなくなることがないように，各学年に「生徒指導担当者」を配置し，週に 1回開催し，対象
児童に関する情報共有，指導方針の確認をしている。その他，主任者会（校長，教頭，主幹，教
務，学年主任）を開催し，早期解決を目指す仕組みを有する学校もある。中学校においては担任
を持たない学年主任を配置する学校もあり，生徒指導担当の教員や校長，教頭などそれぞれの役
割を明確にしながら組織的に問題解決にあたる体制を整える学校がある。
他機関等としては小学校，中学校共通のものとして「スクールカウンセラー」「スクールソーシャ
ルワーカー」「親と子の相談員」の 3つがあり，一部の小学校では地域の実情に応じて「児童理
解委員会」として，教員，教育委員会，民生委員，保護者代表による協議の場が設立されている。
また，中学校では学校だけでは対応が困難な場合，市子育て支援課，警察等に相談している。
この他，学区が重なる小学校と中学校間の連絡会も開催しており，それぞれの教員が児童の情
報を共有することで指導方針に一貫性をもたせている。
表 1.　学校での相談支援の仕組み（小学校・中学校別）
形　態 小学校 中学校
教員間
職員会議
生徒指導全体会
ケース会議
生徒指導問題対策委員会
ミニ校内委員会
修学指導委員会
生徒指導委員会
生徒指導部会
特別支援部会
生徒指導委員会
生徒指導部会
教育相談部会
主任者会
小学校と中学校間の連絡会
他機関等
スクールカウンセラー
スクールソーシャルワーカー
親と子の相談員
児童理解委員会
スクールカウンセラー
スクールソーシャルワーカー
親と子の相談員
市子育て支援課
警察
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（2）　管理職からの助言・指導
本調査の全ての調査対象において，表 2のとおり管理職からの助言・指導が行われている。小
学校では校長や教頭など勤続年数の多い管理職から助言・指導を受けることになっており，担任
が一人で悩みを抱え込まないように，窓口となる教頭を介して校長，教頭からの助言・指導が行
われている。小学校では学年主任も担任をもっている場合が多いため，児童や保護者への対応に
苦慮する場合には校長，教頭からの助言や指示が必要である。
中学校では，小学校同様，校長や教頭など管理職からの助言・指導を受けることになっている。
前述のように中学校は学校生活における生徒の多様な問題に対応するために学年主任や生徒指導
担当など担任を兼務しない教員を配置する学校もあり，組織的，チームとして対応するなかで校
長，教頭など管理職が指示，助言，指導を行う体制が整えられている。
（3）　他機関等との連携
本調査の全ての学校において他の機関との連携があった。表 3は，小学校及び中学校が連携し
ている機関・組織や専門職種について分類したものである。
小学校で連携している機関や組織としては「市教育委員会」「県北部教育事務所」「児童相談所」
「市子育て支援課」「学校評議員会」「地区振興協議会」「特別支援学校」「幼稚園」「保育所」「病院」
「総合教育センター」「発達支援センター」「放課後デイサービス」「児童クラブ（児童館）」がある。
職種としては「（主任）児童委員」「民生委員」「医師」「保健師」「地域コーディネーター」「巡回
教育相談員」「保護司」「スクールカウンセラー」「スクールソーシャルワーカー」「親と子の相談
員」などであった。
中学校で連携している機関及び組織は，「市教育委員会」「県北部教育事務所」「児童相談所」，「市
子育て支援課」，「保健福祉課」「警察（生活安全課）」「けやき教室」「要保護児童対策地域協議会」
などがある。職種としては「保護司」「（主任）児童委員」「民生委員」などである。
小学校，中学校いずれも，学校と家庭の二者間で解決が図れない場合は専門機関や専門職へ繋
いで取り組むことになるため，これまで多様な社会資源が活用されてきたことがわかる。しかし，
家庭の問題は学校がどこまで把握し，関わることがよいか，プライバシーへの配慮の問題もあり，
踏み込んだ対応ができない場合もある5）。また児童本人や保護者の同意がないと他機関と繋げら
れない場合もあり，迅速な対応ができず苦慮することも考えられる。
表 2.　管理職からの助言・指導（小学校・中学校別）
形　態 小学校 中学校
教員間 教頭が窓口全体会で校長・教頭から助言
情報交換としての主任者会議
校長・教頭からの助言
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とはいえ，児童の最善の利益を考えた場合，他の機関等との連携なしには解決できない場合も
あり，学校と家庭という二者間ではない立場として学校と家庭の間に入る存在が必要となる場合
もある。児童や保護者には児童相談所や病院に抵抗感を示すこともあるといい，学校と家庭，家
庭と専門機関との橋渡しをするスクールソーシャルワーカーが適切な情報を提供し，心理的負担
を緩和しながら他機関へ繋ぐ役割が求められる。
（4）　スクールソーシャルワーカーの活用状況及び効果
スクールソーシャルワーカーの活用ありの学校は，小学校 13校のうち 5校，中学校は 5校の
うち 4校であった。活用なしの学校は小学校で 8校，中学校で 1校であった。表 4は，スクール
ソーシャルワーカーの活用の有無に分類し，スクールソーシャルワーカーの活用効果についてま
とめたものである。
小学校においてスクールソーシャルワーカーを活用した効果として「問題の所在を明らかにし
てくれる」「学校と家庭をつなぐ役割」「関係機関との関係が太くなった」「保護者の動きや生活
の様子」「教員との壁を作る親への関わり」などが挙げられている。スクールソーシャルワーカー
を活用した効果ありとして表 4に挙げたものを具体的に示すと「学校と家庭とつなぐ役割となっ
た」「他の機関との関係が太くなり，働きかけが十分できた」「表に出てくることを好まない保護
者と教員との壁をつくらず入ってもらってよかった」「学校では家庭の状況まで入っていけない
時があるが，スクールソーシャルワーカーに入ってもらい，保護者や生活の様子まで関わっても
表 3.　他機関との連携（小学校・中学校別）
形　態 小学校 中学校
機関・組織
市教育委員会
県北部教育事務所
児童相談所
市子育て支援課
学校評議委員会
地区振興協議会
特別支援学校
幼稚園
保育所
病院
総合教育センター
発達支援センター
放課後デイサービス
児童クラブ
市教育委員会
県北部教育事務所
児童相談所
市子育て支援課
保健福祉課
警察（生活安全課）
けやき教室
要保護児童対策地域協議会
職　種
（主任） 児童委員
民生委員
医師
保健師
地域コーディネーター
巡回教育相談員
保護司
スクールカウンセラー
スクールソーシャルワーカー
親と子の相談員
保護司
（主任） 児童委員
民生委員
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らえたので，家庭の安定まではいかなかったが，生活面がある程度，把握できて指導の参考になっ
た」「スクールソーシャルワーカーに入ってもらい，学校や地域では解決できないことが分かっ
てよかった」「今後，調整役としての役割を期待したい」「教員からの働きかけが難しい場合があ
る中で，スクールソーシャルワーカーに入ってもらい，保護者が安心して子育てに向き合えるよ
うになった」など調整，代弁，橋渡し等の機能により学校にとって効果的な働きかけが可能になっ
たと考えられる。
中学校においてはスクールソーシャルワーカーを活用した効果として「突破口を開いてもらっ
た」「小学校からの引き続いての支援」などが挙げられている。スクールソーシャルワーカーを
活用した効果ありとして表 4に挙げたものを具体的に示すと「スクールソーシャルワーカーが
入ったことにより，これまで突破口が開けなかったところがあったが入ってもらい，開いてもら
えた」「小学校からの引き継ぎがあるので，定期的に月 1回の面談をしてもらいよかった」との
回答がある。
小学校ではスクールソーシャルワーカーを活用している学校は少数にとどまっている実態があ
る。児童・保護者と教員との二者間，スクールカウンセラー，親と子の相談員等，問題が大きく
なる前に解決を図ることができる体制がとられているため，ソーシャルワークの手法までは必要
としていないとも考えられる。
しかし，最初は小さな問題であったものがやがて大きくなり学校内では対応が困難になって初
めてスクールソーシャルワークが必要とされる場合もあり，早期発見，早期対応の観点からも学
校内での相談支援体制が十分機能しなければならないが，長期間の不登校，貧困や児童虐待等，
深刻化しかねない状況に応じては様々な専門機関の支援に繋がるようスクールソーシャルワー
カーは学校とともに働きかける必要がある。
（5）　今後のスクールソーシャルワーカーへ期待すること
表 5は，スクールソーシャルワーカーの活用の有無に分類し，スクールソーシャルワーカーへ
期待することをまとめたものである。
スクールソーシャルワーカーの活用ありと回答した小学校は「調整・パイプ役」「福祉へ繋ぐ
表 4.　スクールソーシャルワーカー活用状況及び効果（小学校・中学校別）
活用の有無 小学校 中学校
活用あり
（小学校 5校
　中学校 4校）
問題の所在を明らかにしてくれる
学校と家庭をつなぐ役割
関係機関との関係が太くなった
保護者の動きや生活の様子
教員との壁を作る親への関わり
突破口を開いてもらった
小学校から引き続いての支援
　
活用なし
　（小学校 8校
　　中学校 1校）
必要な状況となれば活用したい
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こと」「繋ぐ機関や方法」などの回答があった。具体的には「いろいろなケースがあるのでどこ
にどのようにつなげたらよいか教えてほしい」「学校では対応に苦慮する家庭との調整」「福祉の
制度がよく分からないため福祉事務所などに繋げてほしい」「保護者のなかには教員からという
と身構えることがあるので，多くの選択肢をもって保護者にアプローチしてほしい」「学校で抱
えきれなくなった時に，サポートして欲しい」などの回答があった。
中学校では「活動内容を紹介する」「全体を見渡してのアドバイス」「保護者の心の安定」「保
護者の誤解を解く」「学校が踏み込めない内容（法令で動くので行動範囲が狭い）」「調整役・橋
渡し役」「研修の機会」などがある。表 5に挙げたものを具体的に示すと「全体をみて一つ上の
立場に立って調整してもらいたい」「保護者が敵対してしまったり，関係が絶たれたりすること
がある。直接対決にならないようにワンクッションおいた橋渡しになって欲しい」「スクールソー
シャルワーカーの活用の仕方が分からないので示して欲しい」「関係機関との関係が複雑になっ
た時の橋渡しになって欲しい」「学校の立ち入ることができないところに入って欲しい」「民生委
員（児童委員）は地域に根付いているゆえに相談しにくい場合がある」「スクールソーシャルワー
カーはこうだということを示してほしい，研修会をひらいてほしい」などの回答がある。
一方，活用のない学校においての回答は小学校では「学校で難しい時のサポート」「選択肢が
増える」「教員だと身構えてしまう保護者がいる」「アプローチの道筋を立てる」「繋がる場所と
方法を教える」「活動内容と活動方法を紹介する」，中学校では「橋渡し役」「福祉的な対応」「問
題解決の糸口」などがあった。
具体的な回答として「スクールカウンセラーからスクールソーシャルワーカーに相談したほう
がいいと言われた」「学校組織のなかで全体像が見えなくなってしまった時，学校とは違った対
応をしてほしい」「関係機関が複数になった時の橋渡しになってほしい」「すぐに機関や民生委員
（児童委員）に伝えると保護者の不信感につながる場合があり慎重になる」など，活用している
学校と比較すると大きな差異はみられなかった。
表 5.　スクールソーシャルワーカーに期待する役割（小学校・中学校別）
活用の有無 小学校 中学校
活用あり
（小学校 5校
　中学校 4校）
調整・パイプ役
福祉へ繋ぐこと
繋ぐ機関や方法
　
　
活動内容を紹介する
全体を見通してのアドバイス
保護者の心の安定
保護者の誤解を解く
学校が踏み込めない内容
調整役・橋渡し役
研修の機会
活用なし
（小学校 8校
　中学校 1校）
学校で難しい時のサポート
選択肢が増える
教員だと身構える保護者がいる
アプローチの道筋を立てる
繋がる場所と方法を教える　
活動内容と方法を紹介する
橋渡し役
福祉的な対応
問題解決の糸口
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スクールソーシャルワーカーに対する期待には多様なものがあり，学校と家庭という二者間で
はない立場で児童・保護者と教員の間に立って関係調整を行うこと，学校や地域の協力者の立場
では限界がある家庭生活の領域まで関わりを深め，福祉サービスの利用の可能性も含め問題解決
を図ることなど，児童・保護者の生活全体を支える観点で関わる期待があると考えられる。
（6）　スクールソーシャルワーカーを必要とする児童及び保護者の状況
表 6はスクールソーシャルワーカーを必要とする児童及び保護者の状況6）をまとめたものであ
る。
小学校における児童の状況としては「登校しぶり」「不登校」「宿題をしない」「発達障害」「い
じめ」「ネグレクト（育児放棄）」「DVによる心理的虐待」などがあり，家庭の状況としては「疾
病」「離職」「家庭不和」「ひとり親家庭」「貧困」「離婚」「虐待傾向」「ネグレクト（育児放棄）」「DV」
「保護者が精神的に不安定」「教員と保護者の関係が築けない」などがある。
中学校における児童生徒の状況は「不登校」「非行」「発達障害の疑いのある児童」などが挙げ
られており，家庭の状況としては「不就労」「貧困」「保護者の心の病」「親のいない家庭」「ネグ
レクト（養育放棄）」「家族の介護」「学校が踏み込めない家庭」などがある。
小学校，中学校いずれも不安定な生活環境や人間関係，経済的困難が続けば児童が不安定な状
況に陥りかねず，心にも様々な影響をもたらすことになる。登校すると学校生活の中では教員が
責任をもって児童と関わり，状況をつかむことは可能であるが，不登校が長らく続くとなれば教
員もその生活実態を把握することは次第に難しくなってくる。また，保護者も自らの生活苦など
を相談機関等に相談すれば生活環境が改善する可能性もあるが，それがままならないとなれば児
童の状況を鑑み，支援のためのアウトリーチを行う必要が出てくる。児童虐待や生命の維持に支
表 6.　スクールソーシャルワークを必要とする児童及び保護者の状況（小学校・中学校別）
対　象 小学校 中学校
児　童
登校しぶり
不登校
宿題をしない
発達障害
いじめ
ネグレクト（育児放棄）
DVによる心理的虐待
不登校
非行
発達障害の疑いのある児童
保護者
疾病
離職
家庭不和
ひとり親家庭
貧困
離婚
虐待傾向
ネグレクト（育児放棄）
DV
保護者が精神的に不安定
教員と保護者の関係が築けない
不就労
貧困
保護者の心の病
ネグレクト（育児放棄）
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障を及ぼしかねない貧困の場合，児童相談所等に通告するなど他機関との連携をとって支援を行
う必要がある。
（7）　スクールソーシャルワーカーの役割に関する固有の領域
表 7は，スクールソーシャルワーカーの活用の有無に分類し，スクールソーシャルワーカーの
役割に関する固有の領域は何かをまとめたものである。
活用している学校について要約すると，小学校では「中学校への引き継ぎ」「高校卒業までの
見守り」「対応の多様な選択肢，情報提供」「保護者への直接的な関わり」などがあった。中学校
では「社会資源との連携」「よく分からない」などがあった。
具体的な回答内容として「中学校への引き継ぎ，さらに高校卒業するまでの見守り」「対応方
法の引き出し（選択肢，方法）を多くもっていること」「親への直接的な関わり（スクールカウ
ンセラーや親と子の相談員は家庭訪問できないため）」「どの機関を使ったらよいか制度について
の情報提供」「子どものことはスクールカウンセラーに委ね，それ以外の領域」などがあった。
また中学校では「学校ではできない社会資源とのつなぎ」「スクールカウンセラーとスクールソー
シャルワーカーの違いがよく分からない」などがあった。
活用していない小学校ついて要約すると，「対応に苦慮する保護者への対応」「家庭状況がみえ
ない家庭への対応」「家庭へのより踏み込んだ関わり」「社会福祉制度の利用」「家庭との仲介，
調整，代弁の機能」「情報提供」「機関に繋ぐ前段階の存在」「多様なアプローチ」「他機関との連
携」「よく分からない」などがあった。中学校では「福祉の領域，法律に詳しい」などがあった。
具体的な回答としては「教員ではうまく心が通じ合うことが難しい保護者」「どのような生活
をしているか見えない心配な家庭」「社会福祉的な制度を利用すること」「保護者の就労への援助」
「学校と家庭だけの関係でなくコーディネーターの役割」「学校の思いと家庭の思いの仲介，調整，
表 7.　スクールソーシャルワーカーの役割に関する固有の領域（小学校・中学校別）
活用の有無 小学校 中学校
活用あり
（小学校 5校
　中学校 4校）
中学校への引き継ぎ
高校卒業までの見守り
対応の多様な選択肢，情報提供
保護者への直接的な関わり
よく分からない
社会資源との連携
よく分からない
活用なし
（小学校 8校
　中学校 1校）
対応に苦慮する保護者への対応
家庭の状況が見えない家庭の対応
家庭へのより踏み込んだ関わり
社会福祉制度の利用
家庭との仲介，調整，代弁の機能
情報提供
機関に繋ぐ前段階の存在
多様なアプローチ
他機関との連携
よく分からない
福祉の領域，法律に詳しい
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代弁の機能がある」「地域の様々な資源を紹介する」「必要な情報を提供すること」「スクールカ
ウンセラーよりも一歩踏み込んだ関わり」「保護者の自立支援」「一気に児童相談所等につなげな
いで済むところ」「特別支援，ソーシャルスキル，カウンセリングなどのアプローチをもつ」「虐
待など家庭への介入」などがあった。中学校では「福祉領域，法律が分かっていること」があっ
た。
スクールソーシャルワーカーに対して期待する回答があるものの，活用実績の有無にかかわら
ず「よくわからない」という回答も複数あり，固有の領域について明確な回答も少なかった。し
かし，スクールソーシャルワーカーの役割について，学校，家庭，地域での様々な働きかけに期
待する回答もあり，学校においては容易でない問題の解決を関係機関と連携を図りながら取り組
むスクールソーシャルワーカーに寄せる期待があると考えられる。
4.　考　　　　　察
今回の調査結果の検討にもとづき，スクールソーシャルワーカーの支援を必要とする児童や家
庭の状況を明らかにし，求められる役割について考察していきたい。
支援を必要とする児童は不登校の児童，障害のある児童（発達障害），虐待（ネグレクト，心
理的虐待），非行の児童などであった。また，支援が必要とされる家庭の状況はひとり親家庭，
児童虐待，貧困，離婚，家庭不和，DV，保護者の健康問題などがあり，障害のある児童の問題
を除いて，家庭の状況が児童の精神面や行動に大きな影響を及ぼしかねない実態が明らかになっ
た。
支援を必要とする児童への対応としては，他の相談支援者と同様，面接を基本として解決の糸
口を一緒に見出していくことが求められる。不登校児童への支援においては，通常は学校で児童
や保護者と面接するが，学校での面談が難しい場合には，適応教室などの学校以外の場所での面
談や家庭訪問が必要な場合は教員に同行し，児童や保護者との面談を行うことも必要となる。
また，発達障害のある児童への支援では，特別支援コーディネーターと連携しながら学校生活
を含む生活全体を支援する観点が重要となり，多様な専門機関との連携が不可欠である。
ひとり親家庭に対しては，現在子育て支援，就業支援，経済的支援などが自立支援策の柱になっ
ているが，母子家庭だけでなく父子家庭においても経済的に困窮する状況があり，スクールソー
シャルワーカーは教員による日々の観察も踏まえながら，学校からの要請に応じて児童と保護者
への精神面での支援も求められている。
児童虐待への対応においては児童の状況によってスクールソーシャルワーカーを介して通告を
行うことや，在宅指導となった場合の児童相談所との連携も必要となる。早期発見，早期対応の
観点からは各市町村における「要保護児童対策地域協議会」など子どもを守る地域の機能がある
が，まず教員が児童の異変に気づくことが大切である。身体的な怪我の発見のみならず言動や衣
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服，食生活の状況から虐待を疑い，その情報を学校内で共有しながらスクールソーシャルワーカー
を通して市町村や児童相談所に通告する，あるいは直接，通告する必要がある。虐待が確認され，
児童相談所による在宅指導となった場合でも，児童相談所の職員や学校の教員とともにスクール
ソーシャルワーカーが関わることで児童だけでなく保護者も支える多様な担い手が存在すること
で，虐待の再発を防止することに繋がっていく。
貧困への対応では児童や保護者との面接を行うことにより，教員ではなかなか立ち入れない家
庭の経済状況を学校と家庭以外という二者間ではない立場で確認し解決への道筋をたてることに
なる。家庭の状況としては不就労，貧困，保護者の心の病等があり，不安定な収入状態によって
生活が不安定となり，児童の衣食住や学習環境への影響も生じてくる。また，将来の就学（教育
機会）へも影響を及ぼすことになるため，貧困状態にある家庭に対しては，生活保護による扶助
を行うとともに，就労への道を導くことが必要となってくる。スクールソーシャルワーカーは専
門機関と連携し，安定した収入を確保できるように福祉サービスや就労支援等の手続きを援助し
ていく必要がある。
このように，スクールソーシャルワーカーを配置する意義は，小学校でも中学校でも，学校内
では解決が難しい児童や保護者に対する調整役であり，保護者や教員と面談し，家庭環境や子育
てにおいて抱えるニーズを明らかにし，解決の糸口を見出す方法を助言することである。
保護者に対する幅広い選択肢を持ってアプローチしてほしいという学校からの要望もある。ス
クールソーシャルワーカーは保護者の声に謙虚に耳を傾け，固定観念にとらわれない柔軟な思考
をもち，保護者の幅広いニーズに対応する必要がある。また，スクールソーシャルワーカーが単
独で対応するのではなく，関係機関と連携・協力体制を築きながら，地域一体となり解決を図っ
ていくことが必要である。しかし，地域に根付いて活動する地区担当の民生委員（児童委員）へ
学校側から相談することに関しては，守秘義務が課せられているとはいえ児童や家庭の問題につ
いて地域住民が知り得ることへの抵抗感，警戒感があると考えられる。相談者は，教員も含めて
親密な関係者への相談の難しさを感じる場合もあり，それに対応する立場がスクールソーシャル
ワーカー等であるとも考えられる。
また，教員対象の研修会等を開催し，社会福祉援助技術を用いた相談支援の技法，必要なサー
ビスを受けるための社会資源の知識を提供することも必要である。スクールソーシャルワーカー
をどのように活用したらよいか，分からないので活用していない学校があることが調査によって
明らかになった7）。学校単位で教員を対象とした研修会を行うなど，スクールソーシャルワーカー
の役割を理解する機会を増やすなど啓発活動に力を入れることも必要と考えられる。
5.　結　　　　　語
本稿では，インタビュー調査の結果にもとづき，スクールソーシャルワーカーの支援を必要と
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する児童や家庭の状況，求められる役割について明らかにした。支援が必要とされる児童には不
登校，非行，障害のある児童，貧困状態などであり，こうした児童の家庭ではひとり親家庭，ネ
グレクト，貧困，離婚，家庭不和，保護者の健康問題など，家庭の状況が児童の心や行動に影響
しかねない実態があった。
そして，スクールソーシャルワーカーには，面接による働きかけにとどまらず，家庭，学校，
関係機関との調整を図りながら関わることが求められ，児童や保護者はもちろん，教員組織にお
いても問題解決能力を高める働きかけが必要であることが明らかになった。
本稿では宮城県大崎市内にある小学校，中学校の教員を対象としてインタビュー調査を検討し
考察を試みた。しかし，同じ市町村内の小学校 13校，中学校 5校と調査数が少なく，あくまで
一市町村内の調査結果であった。今後は調査方法等について再検討するとともに，連携が必要と
されるスクールカウンセラーや多様な社会資源等にも調査対象を広げて，支援を必要とする児童
や保護者のためのスクールソーシャルワークの役割とその専門性について考察を深めていきた
い。
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注
 1） 教育振興基本計画は，国の教育振興に関する施策の総合的・計画的な推進を図るための計画で
あるが，なかでもいじめ，暴力行為，不登校，少年非行，自殺等に対する取組の推進において，
スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の活用が示されている。スクールカウ
ンセラーは児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有する者，スクール
ソーシャルワーカーは学校において社会福祉等の専門的な知識や技術を有する者と記してい
る。文部科学省（2008）「教育振興基本計画」24．
 2） 平成 25年版国民生活基礎調査では，「子どもの貧困率」が示されているが，昭和 60年には
10.9%であった数値が，年々上昇している。厚生労働省（2014）「平成 25年国民生活基礎調査」
18.
 3） 「子供の貧困対策に関する大綱」では，学校を窓口とした福祉関連機関等との連携について記
されており，そこには貧困家庭の子供たち等を早期の段階で生活支援や福祉制度につなげてい
くことができるよう，地方公共団体へのスクールソーシャルワーカーの配置を推進し，必要な
学校において活用できる体制を構築すること，児童生徒の感情や情緒面の支援を行っていくた
めのスクールカウンセラーの配置推進を図ることが示されている。内閣府（2014）「子供の貧
困対策に関する大綱」10．
 4） 大野・今野らによると「スクールカウンセラーは人の心理（内面）に焦点を当て個人の変容を
目的とするのに対して，スクールソーシャルワーカーは人と環境との関係に焦点を当てるエコ
ロジカルな視点をもつ」とするが「対人援助という近接領域であるがゆえに個々の活動におい
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て重なる部分がある」と指摘する。大野智樹・今野舞（2011）「公立学校における学校臨床の
現状と課題」『宮城学院女子大学発達科学研究（宮城学院女子大学附属発達科学研究所）』第 11
号，34.
 5） 教員は児童の家庭状況を把握することに努めるが，経済的状況などのデリケートな問題は慎重
にならざるを得ない。実践活動にもとづく内田（2010）の考察によれば「保護者の立場からは，
学校には子どもが通い続けるため，経済的困窮や家庭内の事情など本音が言えないという状況
が生じている」との指摘もある。内田充範（2010）「スクールソーシャルワークに求められる
専門性に関する一考察」『山口県立大学学術情報（社会福祉学部紀要）』4.
 6） 調査対象者の属性は校長，教頭，学年主任，生徒指導担当，特別支援コーディネーター，養護
教諭と多様なものであった。スクールソーシャルワーカーを必要とする児童及び保護者の状況
の判断はその回答者の判断に委ねた。
 7） スクールソーシャルワーカーに期待される役割と課題について量的調査を行った佐藤・金子ら
によると「学校現場の教員はスクールソーシャルワーカーが行うべき援助活動の多くをあまり
重要でないと捉えているということがいえるとともに教員のそういう意識が，スクールソー
シャルワーカーの認知度の低さや職務内容の理解の低さと関連している可能性もある」と指摘
している。佐藤広崇・金子智栄子（2010）「学校に求められる援助について-スクールソーシャ
ルワーカーに期待される役割と課題-」『文京学院大学人間学部研究紀要』第 12号，235.
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